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研究成果の概要（和文）：　本研究プロジェクトは、関東大震災（1923年）、阪神・淡路大震災（1995年）、東日本大
震災（2011年）という、三つの大震災の復旧・復興過程について、政治学的な分析視角をもって比較研究した。
　学術的な成果としては、三震災に係る豊富な資料をもとに、三震災からの復旧・復興の特徴および、三震災の比較か
ら見られる共通点、相違点などを検証した上で、次なる震災への備えに関する新たな知見が得られた。これらの成果に
ついては共著本として、2016年度に出版される予定である。
　また、様々な分野にわたって実務的な政策提言も積極的に行った。

研究成果の概要（英文）： This research project is a comparative study on the rehabilitation and 
reconstruction process of three large earthquake in Japan; The Great Kanto earthquake of 1923, The Great 
　Hanshin-Awaji Earthquake of 1995, The Great East Japan Earthquake of 2011, with the political science 
perspective.
 Academic achievement is a new perspective on the earthquake preparation based on a lot of data related 
to earthquakes by examining the similarities and differences can be seen in comparative analysis and 
features and of recovery. These achievements will be published as a co-authored book in 2016.
 In addition, It　was also carried out actively the administrative policy recommendations across many 
areas.
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１．研究開始当初の背景 

近現代史の中で日本が経験したもっとも大き

な地震は、関東大震災（1923年）、阪神・淡路

大震災（1995 年）、東日本大震災（2011 年）

である。この3つの大震災は「前例のない」被災

をもたらした上、復興過程にも様ざまな課題を

生み出した。 

1995 年に起こった阪神・淡路大震災後、

「復興」「減災」「防災」の重要性に対する認識

が高まり、災害に直面した日本の有り様が、

様々な視点から研究され、注目すべき研究成

果も多く出ている。 

しかし、災害時の復旧・復興を統括する日本

政治の動態に焦点を当てた研究は皆無に近い。

こうした問題意識に立って、「大震災復興過程

の比較研究」研究会は、政治史学的研究アプ

ローチにより、災害時における日本政治の有り

様を検討することとした。 

 

 

２．研究の目的 

「大震災復興過程の比較研究」は、関東大

震災（1923年）、阪神・淡路大震災（1995年）、

東日本大震災（2011 年）の 3 つの震災につい

て、発災から復興に至る政治プロセスの実態を

比較分析し、次なる大震災に対していかに備え

るべきかに関する、有効な知見と政策提言を

提供することを目的としている。 

 ①復旧復興過程におけるの政治リーダーシ

ップという、政治レベルにおける検討、②中央

及び自治体レベルにおける政府の危機管理の

実態の解明という、行政レベルにおける検討、

③民間レベルにおける震災への備えのあり方に

ついては、震災をめぐる社会認識の変化と市民

の参加に焦点を当て、有効な知見を提供する

ことを狙いとする。 

 

 

３．研究の方法 

本研究プロジェクトは、政治史学的な研究ア

プローチをとり、5 つの分析視角（①政権運用、

②リーダーシップ、③政府間関係、④官僚の役

割、⑤行政と市民の関係）をもって、比較研究

を行うことで、学術的な成果のみならず実務的

にも有効な提言を行うこととした。 

一次資料や関連文献、近年公開が進められ

ているオーラル・ヒストリーといった、豊富な資料

群を用いながら、多角的に比較分析を進めて

きた。 

また、2013年8月には、科学研究費補助金

プロジェクトとして、東北へ赴き、気仙沼市、釜

石市、遠野市の各市長や復興担当者を対象に

インタビュー調査を行った。調査、研究を実施

するにあたっては、①災害における政治過程と

政治的リーダーシップ、②復旧・復興過程にお

ける政府の対応の実態、③震災をめぐる社会

認識及び災害の教訓という、3 つの論点に焦点

を絞り、研究視点を設定した。 

各研究委員は、それぞれの問題意識に立っ

て設定した課題に取り組み、年 6回にわたって

開催した研究会を通じて、中間報告や研究の

議論を重ね、研究を進めた。政策コーディネー

ターや出席した委員の間で、政治的リーダーシ

ップ、政官関係、復旧・復興をめぐる組織の在り

方、政府間関係（中央―自治体、自治体―自

治体）、官僚の役割、市民の役割、経験の継承

と活用などについて活発な議論を続けてきた。 

 

 



４．研究成果 

本研究の学術的な成果としては、まず「歴史

の中から知見を得る」という俯瞰的視点から得

られた知見が挙げられる。発災から復旧・復興

へと至るプロセスを詳細に分析し、それらを踏ま

えた比較研究を進めた。 

こうした作業を通じて、研究代表者ならびに

研究分担者は、発災時の政権運営や地方自

治体の対応、国内外からの支援とそれへの対

応、被災インフラの復旧・復興のあり方などの諸

点で、顕著な共通点あるいは相違点が存在し

ていたという知見をえることができたのである。 

また、政府や地方自治体が過去の大震災で

得られた教訓を「次なる大災害」へ向けて、ど

のように活用していたのかという実態を明らかに

した。 

 これに加えて、本プロジェクトでは、歴史研究と

いう特徴から、復興システムを俯瞰するための

政策デザインのような提言の他、現在の行政に

採用されうる実用的な政策提言まで、幅広い

提言を行っている。 

例えば、様々なデータを提示し、復興の過程

における住宅政策の問題点を指摘した上で、

被災地における住宅政策の見直しを唱え、その

具体的な政策提言を行っている。復興過程に

おける女性参加の拡大の重要性も強調された。

復興過程における女性の役割の変化を検討し

た上で、今後、女性参加の拡大をいかにして実

現するかに関する政策を提言している。 

災害に関する記憶を記録し、これらと災害に

おける社会的認識や民間の活動などとを連動

させ、災害に対する多方面の「備え」として記録

の作業を望ましいものとする。 

なお、上述した学術的な成果を統括した図

書として、五百旗頭真を監修者、御厨貴を編

者とした『大震災復興過程の政策比較分析』が

ミネルヴァ書房から 2016 年秋に出版される予

定となっている。 
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